障害者自立支援法における施設体系・事業体系の見直しについて

　 

　ノーマライゼーションの理念のもと、障害者の自立を支援するため、施設体系・事業体系の見直しなどを内容とした障害者自立支援法の制定が進められているところでありますが、障害児・者福祉の充実を図るため、次の事項について格別の御配慮をお願いします。 

１　居住支援サービス（グループホーム、ケアホーム等）を障害程度（介護状態）により分類するのではなく、障害者本人が自由にサービスを選択できるような当事者本位に立った制度への見直し。 

　併せて、重度の障害のある方でも全てのサービスが利用できるような個別給付の仕組みの創設。 

２　新事業体系での最低定員については、２０人で検討されているが、現行の小規模通所授産施設は１０人～１９人で認可施設として事業が認められていることから、２０人未満でも事業運営を可能とするための見直し。 

３　法定施設への移行を進めている中、平成１６年度に小規模通所授産施設を立ち上げたが、国庫補助の新規採択が受けられなかったため、施設運営に支障をきたしていることから、小規模通所授産施設運営費の新規採択枠の拡充。 

４　自閉症等発達障害のある児・者の方について、知的障害を伴わなくても支援費制度によるサービスが受けられるよう、支援対象者の範囲の拡大。 

（要望省庁：厚生労働省）
